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第1章 ごみ処理行政の動向 

 

第1節  循環型社会形成のための法体系 

平成12年の通常国会で、廃棄物･リサイクル対策を総合的かつ計画的に推進するための基盤

として「循環型社会形成推進基本法」が制定され、図に示す法体系のもとで各法律が改正、施

行されています。今後、循環型社会形成のため、リサイクル関連法の着実かつ適切な運用を押

し進める必要があります。 

 

 
資料：資源循環ハンドブック2022(経済産業省)を基に一部加筆 

図 1-1 循環型社会の形成のための法体系 

 

  

○基本原則、○国、地方公共団体、事業者、国民の責務、○国の施策

循環型社会形成推進基本計画 ：国の他の計画の基本

循環型社会形成推進基本法(基本的枠組み法)

2001.1 施行
社会の物質循環の確保

天然資源の消費の抑制

環境負荷の低減

〈廃棄物の適正処理〉 〈3Rの推進〉

廃棄物処理法 資源有効利用促進法

（一般的な仕組みの確立）

2010.5 一部改正 2001.4 全面改正施行

①廃棄物の排出抑制

②廃棄物の適正処理

（リサイクルを含む）

③廃棄物処理施設の設置規制

④廃棄物処理業者に対する規制

⑤廃棄物処理基準の設定 等

①再生資源のリサイクル

②リサイクルが容易な構造･材料等

の工夫

③分別回収のための表示

④副産物の有効利用の促進

容器包装

リサイクル法

家電

リサイクル法

食品

リサイクル法

自動車

リサイクル法

小型家電

リサイクル法

建設

リサイクル法

（個別物品の特性に応じた規制）

完全施行 2000.4

一部改正 2006.6

完全施行 2001.4 完全施行 2001.5

一部改正 2007.6

完全施行 2002.5 完全施行 2003.1

一部改正 2005.1

完全施行 2013.4

・容器包装の市町村に

よる分別収集

・容器の製造･容器包

装の利用業者による

再商品化

・廃棄家電を小売店等

が消費者より引取

・製造業者等による

再商品化

食品の製造･加工･販売

業者が食品廃棄物等を

再生利用等

工事の受注者が

・建築物の分別解体等

・建築廃材等の再資源

化等

・関係業者が使用済自

動車の引取、フロン

の回収、解体、破砕

・製造業者等がエア

バッグ･シュレッ

ダーダストの再資源

化、フロンの破壊

・使用済小型電子機器

等を認定事業者等が

再資源化

グリーン購入法(国等が率先して再生品などの調達を推進)

2001.4 完全施行

プラスチック

資源循環促進法

完全施行 2022.4

製品プラスチックのラ

イフサイクルの全般に

おけるプラスチックの

資源循環の取組、3R

＋Renewableの促進
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第2節  国の計画等 

1． 循環型社会形成推進基本計画 

天然資源の消費を抑制し、環境への負荷ができる限り低減される「循環型社会」を形成す

ることを目指し、国は循環型社会形成推進基本法(平成12年法律第110号)に基づいて、令和6

年8月に第五次循環型社会形成推進基本計画が策定しています。 

 

表 1-1 第五次循環型社会形成推進基本計画の概要(目指すべき将来像) 
循環型社会形成に向けた循環経済への移行による持続可能な地域と社会づくり 

・循環経済への移行により循環型社会が形成され、持続可能な社会が実現 

・環境への負荷が低減するだけでなく、人々は豊かな暮らしを送り、企業も利益を得て成長 

資源循環のための事業者間連携によるライフサイクル全体での徹底的な資源循環 

資源確保段階 

・安全な循環資源・再生可能資源の割合をできるだけ高め、枯渇性資源の利用や有害物質の

利用を抑制 

・再生可能資源は、自然の中で再生されるペースを超えて利用することがないよう十分に配

慮 

生産段階 

・再生可能資源の使用割合が高まるとともに、再生材利用が促進 

・必要なモノを必要な時に必要な分だけ生産 

・環境配慮設計を行う拡大生産者責任に沿った製品が広がり、こうしたビジネスモデルのブ

ランド価値向上 

流通段階 
・流通経路の最適化、モノ・サービスの共有を図るシェアリングプラットフォームの構築な

ど新たな技術・システムを用いたビジネスモデルの広がり 

使用段階 

・サービスに必要な最小限のモノを提供し長期間サービスに必要な機能が発揮できるようモ

ノの点検・リペア・交換・再使用等を行うなど個々の生活者に寄り添い長期にわたり稼い

でいくビジネスモデルの広がり 

廃棄段階 

・技術的及び経済的に可能な範囲で再利用し、再利用できないモノで再資源化可能なモノは

再資源化し、再資源化できないモノでエネルギー回収できるモノはエネルギー回収し、再

資源化もエネルギー回収もできないモノのみ減量化等の中間処理を行った上で最終処分 

・住民の利便性の高い廃棄物回収体制の構築 

ライフサイク

ル全体 

・持続可能な資源や素材に対する認証とそれに基づくグリーン調達、自主的取組とそれを促

進するための経済的なインセンティブ付与、バリューチェーンの循環性指標策定などによ

る取組の進捗の見える化など多様な手段を組み合わせたライフサイクル全体の最適化 

・関連事業者間での資源循環に関する情報の適切な共有 

多種多様な地域の循環システムの構築と地方創生の実現 

・人口減少・少子高齢化の進む状況下においても循環資源が各地域・各資源に応じた最適な規模で循環 

・持続可能な農林水産業が地域産業として確立、地域コミュニティの再生、雇用の創出、地場産業の振興や高

齢化への対応等地域課題の解決や地方創生が実現 

・自然環境の管理、循環システムの構築による生態系の保全 

・循環分野の経済活動による地域の経済社会の活性化等の先行地域の取組に係る情報の全国的横展開のための

整理・共有 

・施設整備、廃棄物処理の広域化・集約化、特性に応じた効果的なエネルギー回収技術導入などの実施 

資源循環・廃棄物管理基盤の強靱化と着実な適正処理・環境再生の実行 

・3Rを促進する新たな技術開発、企業による情報開示等の仕組みが整えられ、ESG投資が拡大 

・リユースや、循環資源・再生可能資源を用いた製品の利用拡大 

・災害廃棄物処理の加速化、地域レベル及び全国レベルでの広域連携体制の構築 

・電子マニフェストやITを活用したトレーサビリティの強化等による排出事業者責任の徹底等により、廃棄物

の不法投棄や不適正処理が改善 

・放射性物質によって汚染された廃棄物及び除染等の措置に伴い発生した土壌等について、国民の理解の下、

適正かつ安全に処理を進めている 

適正な国際資源循環体制の構築と循環産業の海外展開の推進 

・環境上適正な国際的な資源循環体制の構築 

・我が国の資源循環に係る技術やインフラの国際展開、国内外で資源効率性や循環性が向上 
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表 1-2 第五次循環型社会形成推進基本計画の概要(指標･数値目標) 
区分 指標 数値目標 目標年次 

循環型社会の全体

像に関する物質フ

ロー指標と数値目

標 

資源生産性 約60万円/トン 2030年度 

一人当たり天然資源消費量 約11トン/人 2030年度 

再生可能資源及び循環資源の投入割合 約34% 2030年度 

入口側の循環利用率 約19% 2030年度 

出口側の循環利用率 約44% 2030年度 

最終処分量 約1,100万トン 2030年度 

循環型社会の全体

像に関する取組指

標と数値目標 

循環型社会ビジネスの市場規模 80兆円以上 2030年度 

循環型社会形成に関

する国民の意識・行

動 

廃棄物の減量化や循

環利用、グリーン購

入の意識 

90% 2030年度 

具体的な3R行動の実

施率 
50% 2030年度 

循環経済への移行に

関わる部門等由来の

温室効果ガス排出量 

循環経済への移行に

関わる部門由来 

（約343百万トン-CO2）

（参考値） 
2030年度 

廃棄物部門由来 
（約29百万トン-CO2）

（参考値） 
2030年度 

資源循環のための

事業者間連携によ

るライフサイクル

全体での徹底的な

資源循環に関する

指標 

バイオマスプラスチックの導入量 約200万トン 2030年度 

認定長期優良住宅のストック数 約250万戸 2030年度 

多種多様な地域の

循環システムの構

築と地方創生の実

現に関する指標 

地域特性を活かした

廃棄物の排出抑制・

循環利用の状況 

１人１日当たりごみ

焼却量 
約580g 2030年度 

廃棄物エネルギーを外部に供給している施設

の割合 
46% 2027年度 

長期広域化・集約化計画を策定した都道府県

の割合 
100% 2027年度 

資源循環・廃棄物

管理基盤の強靱化

と着実な適正処

理・環境再生の実

行に関する指標 

最終処分場の残余容

量・残余年数 

一般廃棄物最終処分

場 

2020年度の水準 

（22年分）を維持 
2030年度 

産業廃棄物最終処分

場 

2020年度の水準 

（17年分）を維持 
2030年度 

産業廃棄物委託処理量に対する電子マニフェ

ストの捕捉率 
75% 2030年度 

災害廃棄物対策の備

えに関する指標 

災害廃棄物処理計画

策定率 

都道府県100% 

市町村100% 
2030年度 

災害廃棄物に係る教

育・訓練の実施率 

都道府県100% 

市町村60% 
2030年度 

災害廃棄物処理計画

における水害の想定

率 

市町村60% 2030年度 

※数値目標が定められている代表指標のみを抜粋しています。 
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2． 廃棄物処理法に基づく基本的な方針 

「廃棄物の減量その他その適正な処理に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため

の基本的な方針（平成13年5月環境省告示第34号）」（廃棄物処理基本方針）は、廃棄物処理

法に基づきわが国の廃棄物処理における基本的な方針を定めています。 

廃棄物処理基本方針は、令和5年6月30日に、平成28年改正以降の2050年カーボンニュート

ラルに向けた脱炭素化の推進、地域循環共生圏の構築推進、ライフサイクル全体での徹底し

た資源循環の促進等、廃棄物処理を取り巻く情勢変化を踏まえ一部内容の変更がなされてい

ます。 

廃棄物の減量化に関する目標値については、令和6年8月に決定された第五次循環型社会形

成推進基本計画と整合させる形で令和7年2月に改定しています。 
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表 1-3 「廃棄物処理基本方針(令和7年2月)」の主な概要 
区分 主な変更箇所 

基本的な方向 

・世界的な資源制約の顕在化や、災害の頻発化･激甚化、我が国の2050年度ま

での脱炭素社会の実現を始めとする地球環境問題へ対応する。 

・循環経済の取組は素材や製品ごとに、デジタル技術も活用しつつ適切なトレ

ーサビリティを確保しながら上流から下流までのライフサイクル・バリュー

チェーン全体でのロスゼロの取組を推進する。 

・循環経済の取組を通じた天然資源投入量・消費量の抑制や適正な資源循環の

促進による全体的な環境負荷軽減への軽減を考える。 

廃棄物の適正 

な処理に 

関する目標 

(令和2年度) 

排出量 
【一般廃棄物】令和4年度比約9%削減（令和12年度） 

【産業廃棄物】令和4年度に対し増加を約1%に抑制（令和12年度） 

再生利用率 
【一般廃棄物】約26%（令和12年度） 

【産業廃棄物】約37%（令和12年度） 

最終処分量 
【一般廃棄物】令和4年度比約5%削減（令和12年度） 

【産業廃棄物】令和4年度比約10%削減（令和12年度） 

一人一日当た

り排出量 
【家庭系ごみ】478g/人･日(集団回収量、資源ごみ等を除く) 

施策推進に 

関する 

基本的事項 

国民の役割 
・食品の購入では環境に配慮された商品の選択に努め、レンタル・リース、サ

ブスクリプション、シェアリング等のサービスも利用するように努める。 

事業者の役割 

・廃棄物処理に伴う温室効果ガスの排出量の削減等に向けた取組に努める。 

・食品関連事業者は、サプライチェーン全体で発生している食品ロスの把握及

び削減とともに、食品循環資源の再生利用等に努める。 

市町村の役割 

・一般廃棄物処理に伴う温室効果ガスの排出量の削減等に向けた取組の推進等

を行うよう努める。 

・家庭から排出されるプラスチック使用製品廃棄物の分別収集及び分別収集物

の再商品化等に必要な措置を講ずるよう努める。 

国の役割 

・動静脈連携の強化、広域認定制度等を通じた産業廃棄物処理の広域化や電子

マニフェストを含む各種デジタル技術を活用した情報基盤整備などにより、

廃棄物の適正管理・ライフサイクル全体での資源循環を一層促進する。 

廃棄物の適正

処理を確保す

るための必要

な体制の確保 

・リチウム蓄電池などによる火災事故防止の観点に留意する。 

・高齢化等の社会状況の変化に伴い家庭からのごみ出しが困難となりうる点等

について考慮する。 

・高齢化に伴い排出量の増加が見込まれる使用済紙おむつについては、衛生面

を含む適正処理の確保にも留意した上で、適切な再生利用等を促進する。 

・更なる広域認定制度の活用等を通じた産業廃棄物処理の広域化や、各種デジ

タル技術を活用した動静脈連携の強化などに努め、資源循環を促進する。 

・有害使用済機器について、その保管又は処分を業として行う事業者に、都道

府県知事等への届出、処理基準の遵守等を義務付ける制度の着実な執行を通

じて、その適正な処理やリサイクルを推進する。 

・プラスチックのライフサイクル全体を通じた効率的で持続可能な資源循環を

可能とする環境整備を推進する。 

廃棄物処理 

施設の整備 

に関する 

基本的事項 

今後の要最終

処分量と全国

的な施設整備

の目標 

・中間処理施設において、令和9年度の廃棄物エネルギーを地域を含めた外部

に供給している施設の割合を46%に増加させる。 

産業廃棄物の

適正処理に必

要な処理施設

の整備 

・都道府県または市町村は、廃棄物処理業者等に対して行った行政処分の情報

をインターネット等を利用して広く公表することが重要である。 

非常災害時に 

おける施策を 

実施するため 

に必要な事項 

事業者及び 

技術専門家の 

役割 

・事業者は災害発生時における有害物質等の漏えいを未然に防止するため、併

記から必要な措置を講ずるとともに、地方公共団体に適切な情報の提供を行

うよう努める。 

・大量の災害廃棄物又は非常災害時に危険物、有害物質等を含む廃棄物を排出

する可能性のある事業者は、主体的に処理するよう努める。 

その他廃棄物

の減量その他

その適正な処

理に関し必要

な事項 

廃棄物処理に

関する技術開

発及び調査研

究の推進 

・小型家電リサイクルでは、人工知能等を活用した廃小型家電の選別システ

ム、リサイクル技術の高度化・効率化の普及、リチウム蓄電池等を安全に処

理できる体制の構築を進めていくことが必要である。 

・2050年までの脱炭素社会の実現に向けて、脱炭素化に資する技術の開発や普

及のための方策の検討が必要である。 
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3． 廃棄物処理施設整備計画 

廃棄物処理施設整備計画は、廃棄物処理法第5条の3の規定に基づき、5年ごとに策定され

るものです。 

令和５年６月に策定された廃棄物処理施設整備計画では、令和５年度から令和９年度まで

を計画期間とし、気候変動への対応について、「2050年カーボンニュートラルに向けた脱炭

素化」の視点を新たに記載し、対策内容を強化しています。「3R・適正処理の推進」につい

ては、災害時含めその方向性を堅持するとともに、「循環型社会の実現に向けた資源循環の

強化」の視点を追加しています。また、「地域循環共生圏の構築に向けた取組」の視点を脱

炭素化や廃棄物処理施設の創出する価値の多面性に着目しつつ深化させています。 

 

表 1-4 廃棄物処理施設整備計画の概要 
区分 計画概要 

計画期間 ■令和5年度から令和9年度の5年間 

基本的理念 

■基本原則に基づいた3Rの推進と循環型社会の実現に向けた資源循環の強化 

■災害時も含めた持続可能な適正処理の確保 

■脱炭素化の推進と地域循環共生圏の構築に向けた取組 

廃棄物処理施設 

整備及び運営の 

重点的、効果的 

かつ効率的な 

実施及び運営の

ポイント 

(1)市町村の一般廃棄物処理システムを通じた3Rの推進と資源循環の強化 

(2)持続可能な適正処理の確保に向けた安定的・効率的な施設整備及び運営 

(3)廃棄物処理・資源循環の脱炭素化の推進 

(4)地域に多面的価値を創出する廃棄物処理施設の整備 

(5)災害対策の強化 

(6)地域住民等の理解と協力・参画の確保 

(7)廃棄物処理施設整備に係る工事の入札及び契約の適正化 

 

・各素材の資源循環を強化し、廃棄物分野からの素材・原料等の供給により、

3R+Renewableをはじめとする循環経済への移行やライフサイクル全体における温

室効果ガスの排出削減に貢献。必要に応じデジタル技術も活用。 

・長寿命化・延命化等を含めた維持管理や計画的・合理的な施設整備により、建

設・維持管理・解体に係るトータルコストの縮減、更新需要の平準化等の一層の

推進が必要。 

・より一層の広域化・集約化やバイオマスの利活用、地域産業等と連携した熱利用

など地域の 特性に応じた効果的なエネルギー回収技術を導入。3R+Renewableを

進めてもなお残る 温室効果ガス排出に対してCCUSやカーボンリサイクル技術等

の普及も念頭に今後の技術動向への柔軟な対応が求められる。 

・廃棄物処理施設で回収したエネルギーの活用による地域産業の振興、災害時の防

災拠点としての活用、民間事業者等との連携、リユース拠点としての活用等、 

地域に多面的価値を創出する廃棄物処理施設の整備を進める。  

重点目標 

(令和２年度実績

からの令和９年

度目標) 

■排出抑制、最終処分量の削減し、着実に最終処分を実施 

・ごみのリサイクル率：20% → 28% 

・一般廃棄物最終処分場の残余年数：令和２年度の水準（22年分）を維持 

■焼却時に高効率な発電・熱供給を実施するほか、燃料化を組み合わせることなど

により、廃棄物エネルギーを効率的に回収 

・期間中に整備されたごみ焼却施設の発電効率の平均値：20% → 22% 

・廃棄物エネルギーを地域を含めた外部に供給している施設の割合：41% → 46% 

■し尿及び生活雑排水の処理を推進し、水環境を保全 

・浄化槽整備区域内の浄化槽人口普及率：58% → 76%以上 

・先進的省エネ型浄化槽導入基数：家庭用33万基、中・大型９千基→家庭用75万

基、中・大型27千基 
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4． 地球温暖化対策計画 

地球温暖化対策の推進に関する法律（平成10年法律第117号）第8条に基づき、平成28年5

月に閣議決定された地球温暖化対策計画が令和3年10月に改訂されています。当該計画では、

温室効果ガスの排出抑制及び吸収の量の目標、事業者、国民等が講ずべき措置に関する基本

的事項、目標達成のために国、地方公共団体が講ずべき施策等について記載されています。

また、廃棄物処理における取組として3Rの推進や廃棄物処理施設における廃棄物発電等のエ

ネルギー回収等の更なる推進等についても規定されており、一般廃棄物処理計画の策定に当

たっては、当該計画と整合性の取れたものとすることが必要となります。 

 

表 1-5 地球温暖化対策計画の概要 
区分 計画概要 

温室効果ガス削減目標 【令和12年度】平成25年度比46%減 

目標達成 

のための 

対策･施策 

国の 

基本的役割 

■多様な政策手段を動員した地球温暖化対策の総合的推進 

■率先した取組の実施 

■国民各界各層への地球温暖化防止行動の働きかけ 

■地球温暖化対策に関する国際協力の推進 

■大気中における温室効果ガスの濃度変化の状況等に関する観測及び監視 

地方公共 

団体の 

基本的役割 

■地域の自然的社会的条件に応じた施策の推進 

■自らの事務及び事業に関する措置 

■特に都道府県に期待される事項 

事業者の 

基本的役割 

■事業内容等に照らして適切で効果的･効率的な対策の実施 

■社会的存在であることを踏まえた取組 

■製品･サービスの提供に当たってのライフサイクルを通じた環境負荷の低減 

国民の 

基本的役割 

■国民自らの積極的な温室効果ガスの排出の量の削減 

■地球温暖化防止活動への参加等 

温室効果ガスの 

排出削減対策･施策 

（ごみ処理関連） 

■廃棄物処理における取組（エネルギー起源二酸化炭素） 

・温室効果ガスの排出削減にも資する3R＋Renewableの推進 

・サーキュラーエコノミーへの移行を加速するための工程表の今後の策定に

向けての具体的検討 

・廃棄物処理施設における廃棄物発電等のエネルギー回収や廃棄物燃料の製

造等の推進 

・廃棄物処理施設やリサイクル設備等における省エネルギー対策、EVごみ収

集車等の導入によるごみの収集運搬時に車両から発生する温室効果ガスの

排出削減の推進 

■廃棄物焼却量の削減（非エネルギー起源二酸化炭素） 

・市町村の分別収集の徹底及びごみ有料化の導入 

・プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律や個別リサイクル法に

基づく措置の実施、廃油のリサイクルの促進等による廃棄物発生の抑制・

再生利用の推進 

■廃棄物最終処分量の削減（メタン） 

・市町村の処理方法の見直し及び分別収集の徹底 

・処理体制の強化等による生ごみなどの有機性廃棄物の直接埋立量削減の推

進 

■廃棄物最終処分場における準好気性埋立構造の採用（メタン） 

・廃棄物最終処分場の設置に際して準好気性埋立構造の採用 

■一般廃棄物焼却量の削減等（一酸化二窒素） 

・一般廃棄物焼却施設における廃棄物の焼却量の削減 

・ごみ処理の広域化等による全連続式焼却炉への転換や一般廃棄物焼却施設

における連続運転による処理割合の増加による一般廃棄物焼却施設におけ

る燃焼の高度化 
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第3節  北海道の計画 

1． 北海道循環型社会形成推進基本計画 

北海道では、「北海道循環型社会形成の推進に関する条例」に基づき、北海道が目指す

循環型社会の具体的な指針として、平成27年４月に「北海道循環型社会形成推進基本計画」

を策定し、北海道らしい循環型社会の形成に向けた取り組みを進めてきました。 

令和２年３月には、計画に基づく指標の達成状況や、社会情勢の変化等を踏まえて、後

継計画となる北海道循環型社会形成推進基本計画（第２次）を策定しています。 

 

表 1-6 北海道循環型社会形成推進基本計画(第2次)の概要 
区分 計画概要 

計画期間 令和2年度～令和11年度 

計画の目標 

北海道らしい循環型社会の形成 

○人々が、できるだけごみを出さない、ものを修理して大切に使うといった環境に配

慮した生活を実践している社会。 

○企業が、自らの事業活動における廃棄物等の発生を極力抑えるとともに、発生した

廃棄物等については、循環資源として有効に利用され、又は適正に処理されるな

ど、3Rや適正処理が定着している社会。 

○家畜ふん尿、生ごみや林地未利用材などバイオマスの利活用が進むとともに、既存

産業の技術基盤の活用などにより、リサイクル関連産業が発展し、循環型社会ビジ

ネス市場が拡大している社会。 

指標及び 

数値目標 

【物質フロー指標】 

(1)循環利用率 17％（平成29年度15.7％から1.3％増） 

(2)最終処分量 82万トン以下（平成29年度100万トンから約18％削減） 

【取組指標】 

(1)環境に配慮した取組の推進に関する目標値（目標年次：令和6年度） 

◆ごみ減量化、再使用･再利用のための具体的行動（道民意識調査結果）→意識度：

95％以上、実践度：60～80％以上 

(2)廃棄物の処理に関する目標値(目標年次：令和6年度) 

①一般廃棄物 

◆排出量 170万トン以下（平成29年度比約10％削減） 

◆1人1日当たり排出量900g/人･日以下（平成29年度比約5％削減） 

◆リサイクル率 30%以上（平成29年度比約6ポイント増加） 

◆最終処分量 25万トン以下（平成29年度比20％削減） 

②産業廃棄物 

◆排出量 3,750万トン以下（平成29年度比約3％削減） 

◆再生利用率 57％以上（平成29年度比約1.5ポイント増加） 

◆最終処分量 57万トン以下（平成29年度比16％削減） 

(3)バイオマス利活用に関する目標値（目標年次：令和４年度） 

◆廃棄物系バイオマス利活用率（炭素量換算) 90%以上（平成28年度89.8％） 

◆未利用バイオマス利活用率（炭素量換算) 70％以上（平成28年度71.5％） 

◆バイオマス活用推進計画等策定市町村 60市町村（平成30年度54市町村） 

(4)リサイクル関連産業を中心とした循環型社会ビジネスの振興に関する目標値 

◆廃棄物の処理に関する目標（前述(2)）を目標とする 

道が総合的･ 

計画的に講ず 

べき施策 

(1)3Rの推進 

(2)廃棄物の適正処理の推進 

(3)バイオマスの利活用の推進 

(4)リサイクル関連産業を中心とした循環型社会ビジネスの振興 
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2． 北海道廃棄物処理計画 

北海道の廃棄物処理計画は、昭和49年（1974年）12月に北海道産業廃棄物処理計画として

策定され、第4次計画までは産業廃棄物の適正処理を目的としたものでした。その後、廃棄

物処理法の改正により一般廃棄物も含めた処理計画とすることになり、平成13年（2001年）

12月に北海道廃棄物処理計画として策定され、平成17年（2005年）3月、平成22年（2010年）

4月、平成27年（2015年）3月、令和2年（2020年）3月の改定を経て、令和7年（2025年）3月

に北海道廃棄物処理計画（第6次）が策定されました。 

 

表 1-7 北海道廃棄物処理計画(第6次)の概要 
区分 計画概要 

計画期間 5年間(令和7年度から令和11年度まで) 

適正処理に 

関する目標 

(目標年次： 

令和11年度) 

 目標(令和11年度) 現状(令和4年度) 

(1)排出抑制 

◆ごみの排出量 

◆1人1日当たりのごみ排出量 

◆1人1日当たりの家庭から排出

するごみの量 

 

1,600千トン以下 

907g/人･日 

581g/人･日 

 

 

1,763千トン 

937g/人･日 

600g/人･日 

 

(2)適正な循環利用 

◆一般廃棄物のリサイクル率 

 

26%以上 

 

22.9% 

(3)適正処分の確保 

◆一般廃棄物の最終処分量 

 

245千トン以下 

 

284千トン 
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3． 北海道災害廃棄物処理計画 

道では、災害からの早期の復旧復興に向けて、災害に伴い発生した廃棄物(災害廃棄物)の

迅速かつ適正な処理を推進するため、平成30年3月に北海道災害廃棄物処理計画を策定、令

和7年3月に変更を行っています。 

北海道災害廃棄物処理計画は、災害からの早期の復旧復興に向けて発災時に道が対応すべ

き事項や、被災した市町村が災害廃棄物を迅速かつ適正に処理するために必要となる事項や

関係機関の役割、備えておくべき事項等を取りまとめているほか、今後、市町村が「市町村

災害廃棄物処理計画」を策定する際の参考として活用してもらうことも目的としています。 

 

表 1-8 北海道災害廃棄物処理計画の概要 
区分 計画概要 

対象とする災害 ■地震災害及び水害その他の災害 

対象とする

業務と災害

廃棄物 

業務 

■一般的な廃棄物処理業務である収集･運搬、再資源化、中間処理、最終処

分 

■個人及び中小企業の損壊家屋･事業所等の解体･撤去 等 

災害廃棄物 

■地震や津波、大雨等の災害によって発生する廃棄物等のほか、被災者や

避難者の生活に伴い発生する廃棄物 

■放射性物質及びこれによって汚染された廃棄物は対象外 

役割分担 

道の役割 

■発災に備えた、国、市町村、関係機関、関係団体との情報共有や連携、

市町村の災害廃棄物処理計画策定の必要性の周知や、技術的支援等 

■発災時の被害状況や作業の進捗状況を踏まえた技術的支援や人的支援 

■災害の規模に応じた周辺市町村との広域的な処理体制の構築や、処理全

体の進行管理 

■被害状況や作業の進捗状況を踏まえた事業者や関係団体への応援要請、

市町村や関係団体等との調整 

■被災した市町村内での災害廃棄物の処理が困難な場合、隣接する市町村

での広域処理について、関係者との調整 

■被害が甚大な場合など道内での処理が困難な場合は、国と連携して他ブ

ロックでの処理について要請 

■災害により、市町村自らの災害廃棄物処理が困難な状況となった場合

に、当該市町村から地方自治法(昭和22年法律第67号)第252条の14の規定

に基づく事務委託を受け、道が処理主体となった災害廃棄物処理実行計

画を策定、災害廃棄物の処理 

市町村の 

役割 

■発災後の災害廃棄物の処理、平常時と同様の生活ごみの回収･処理、避難

所ごみの回収･処理 

■仮設トイレの設置とし尿の回収･処理など被災地域の衛生確保 

■災害廃棄物の処理にあたり、適正かつ円滑、迅速な処理及び可能な限り

再生利用に努めた減量化 

■被災状況を踏まえた道及び事業者等に対する支援要請の検討 

国の役割 

■市町村による災害廃棄物の処理が適正かつ円滑、迅速に進められるよ

う、必要な財政措置、専門家の派遣、道外の他都府県との広域処理に係

る調整、災害廃棄物の処理に関する情報提供などの支援 

■大規模災害時において、市町村自らの処理が困難として要請がある場合

には、国が災害廃棄物の処理を代行 

事業者の 

役割 

■災害廃棄物の早期処理に資するため、道又は市町村から災害廃棄物処理

に関する協力要請があった場合の協力 

■発災時の協力内容の検討、人材や資機材などの把握 
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第2章 将来ごみ量の推計 

 

第1節  推計方法 

1． ごみ処理推計の考え方 

今後のごみ処理施策やごみ処理施設整備を計画するうえで、ごみ排出量の予測は重要な要

素です。 

人口増減による影響が大きいため、1人1日当たりごみ総排出量(原単位)の目標値を設定し、

別途推計する将来人口と掛け合わせて年間のごみ総排出量を算出します。 

ごみ区分別の排出量は、過去の実績をもとに、ごみ総排出量における割合を設定して年間

のごみ総排出量と掛け合わせて算出します。 

 

 

 
図 2-1 将来ごみ量の推計方法 

 

  

将来人口の推計
（人口ビジョンを参考に設定）

将来のごみ総排出原単位目標を設定
（北海道の計画を参考に設定）

将来の年間ごみ総排出量を算出
（将来人口×将来のごみ総排出原単位）

過去５年間の実績を勘案し、
ごみ分別区分ごとの排出量を算出

（ごみ総排出量×区分別割合（5年間平均値））
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第2節  将来人口の推計 

本村の将来人口は「猿払村人口ビジョン(平成28年3月)」の将来展望における人口推計結果

を基本とします。 

なお、この推計結果は、外国人を除く10月1日時点の人口で推計されているため、本計画で

は外国人を含む年度3月末値に補正した人口を用います(令和2年度実績より外国人を含む年度3

月末人口の10月1日人口に対する割合は107%(10月1日値：2,519人、年度3月末値：2,694人)と

設定)。 

 

表 2-1 将来人口の予測 

区分 
人口ビジョン 

(10月1日値) 

年度3月末 

補正値 
区分 

人口ビジョン 

(10月1日値) 

年度3月末 

補正値 

令和2年度 2,519   令和12年度 2,397 2,565 

令和3年度 2,506   令和13年度 2,385 2,552 

令和4年度 2,493   令和14年度 2,374 2,540 

令和5年度 2,480   令和15年度 2,362 2,528 

令和6年度 2,467 2,708 令和16年度 2,351 2,515 

令和7年度 2,453 2,625 令和17年度 2,339 2,503 

令和8年度 2,442 2,613 令和18年度 2,324 2,487 

令和9年度 2,431 2,601 令和19年度 2,309 2,471 

令和10年度 2,419 2,589 令和20年度 2,294 2,455 

令和11年度 2,408 2,577 令和21年度 2,279 2,439 
   令和22年度 2,262 2,420 

※人口ビジョン推計値は5年ごとであるため、年度間は直線補完により推計しています。 
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第3節  将来ごみ量の見通し 

 

1． 国・北海道の減量化目標 

本計画の目標を設定するにあたっては、本村のごみ処理の現状や課題を踏まえるとともに、

国及び北海道が掲げている目標を参考にして設定します。 

なお、本計画では計画目標年次である令和22年度を数値目標の達成年度として設定します。 

 

表 2-2 国・北海道の減量化等の目標 

区分 

国 

(廃棄物処理基本方針※、 

令和7年2月) 

北海道 

(北海道廃棄物処理計画(第

6次)、令和7年4月) 

目標年 令和12年度 令和11年度 

ごみ排出量 

の削減 

排出量 
約37,000千トン 

(令和4年度比 約9%削減) 

1,600千トン以下 

(令和4年度比 約9%削減) 

1人1日当たりのごみ排出量 - 
907g/人･日 

(令和4年度比 約3%削減) 

1人1日当たりの家庭系ごみ排出量 
約478g/人･日 

(-) 

581g/人･日 

(令和4年度比 約3%削減) 

リサイクル率 約26% 26%以上 

最終処分量の削減 
約320万トン 

(令和4年度比 約5%削減) 

245千トン 

(令和4年度比 約14%削減) 

 

 

2． ごみ排出量の削減目標 

令和22年度(計画目標年度)までに、令和6年度実績と比べて、1人1日当たりごみ総排出量

を3%削減します。 

 

表 2-3 本計画の削減目標 

区分 
令和6年度 

（実績） 

令和22年度 

（計画目標） 

1人1日当たりのごみ排出量 

（1人1日当たりごみ総排出量） 
1,072g/人・日 

1,040g/人・日 

（令和6年度比 3%削減） 

※令和4年度比では9%削減 

ごみ総排出量 1,005t/年 

919t/年 

（令和6年度比 9%削減） 

※令和4年度比では16%削減 

 

(1) 将来ごみ量 

ごみ排出量の削減目標及び将来のごみ処理計画を考慮した将来ごみ量を推計します。 

なお、令和8年度から小型家電の拠点回収を開始します。回収量は南宗谷衛生施設組合

の一般廃棄物処理基本計画と整合を図ることとし、現在の猿払村のごみ分別区分を踏まえ

て「燃やせないごみ」からの移行を考慮します。  
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(2) 将来ごみ処理量 

令和10年度から粗大ごみを南宗谷クリーンセンター（廃棄物処理施設）へ搬入し、破砕

処理を行うこととします。搬入された粗大ごみは、金属類等の有価物を回収し、破砕可燃

物は南宗谷クリーンセンター（廃棄物処理施設）にて焼却処理を行い、焼却残渣を破砕不

燃物とともに猿払村の最終処分場へ搬入します。 
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表 2-4 将来ごみ量推計結果 
       実績← →予測               

                        

年度 

項目 

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19 R20 R21 R22 

  
(1) 人口 人 2,694 2,636 2,622 2,621 2,568 2,625 2,613 2,601 2,589 2,578 2,565 2,552 2,539 2,526 2,513 2,503 2,487 2,471 2,455 2,439 2,420 

(2) 年間日数 日/年 365 365 365 366 365 365 365 366 365 365 365 366 365 365 365 366 365 365 365 366 365 

一般 

廃棄物 

(3) 燃やせるごみ t/年 549 548 547 529 515 522 520 518 514 510 506 504 500 498 492 491 485 481 477 474 469 

    t/日 1.5 1.5 1.5 1.4 1.4 1.4 1.4 1.4 1.4 1.4 1.4 1.4 1.4 1.4 1.3 1.3 1.3 1.3 1.3 1.3 1.3 

    g/人･日 558 570 572 551 549 545 545 544 544 542 540 540 540 540 536 536 534 533 532 531 531 

(4) 燃やせないごみ t/年 94 85 80 66 57 62 61 61 60 60 60 59 59 58 58 58 57 57 56 56 55 

    t/日 0.3 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 

    g/人･日 96 88 84 69 61 65 64 64 63 64 64 63 64 63 63 63 63 63 62 63 62 

(5) 粗大ごみ t/年 99 106 101 102 103 103 102 102 101 100 99 99 98 97 97 96 95 94 94 93 92 

    t/日 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 

    g/人･日 101 110 106 106 110 108 107 107 107 106 106 106 106 105 106 105 105 104 105 104 104 

(6) 生ごみ t/年 170 162 157 142 129 134 133 132 131 130 129 129 127 126 126 125 124 123 122 121 119 

    t/日 0.5 0.4 0.4 0.4 0.4 0.4 0.4 0.4 0.4 0.4 0.4 0.4 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 

    g/人･日 173 168 164 148 138 140 139 139 139 138 138 138 137 137 137 136 137 136 136 136 135 

(7) 資源物 t/年 231 223 170 146 174 175 174 173 171 170 169 168 167 165 164 164 162 160 159 158 156 

    t/日 0.6 0.6 0.5 0.4 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 0.4 0.4 0.4 0.4 0.4 0.4 0.4 

    g/人･日 235 232 178 152 186 183 182 182 181 181 181 180 180 179 179 179 178 177 177 177 177 

(8) 拠点回収 t/年 0 0 0 0 0 0 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 

    t/日 0 0 0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

    g/人･日 0 0 0 0 0 0 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 

(9) 

  

  

集団資源回収 

  

  

t/年 

t/日 

g/人･日 

13 

0.0 

13 

27 

0.1 

28 

40 

0.1 

42 

32 

0.1 

33 

27 

0.1 

29 

31 

0.1 

32 

31 

0.1 

33 

31 

0.1 

33 

30 

0.1 

32 

30 

0.1 

32 

30 

0.1 

32 

30 

0.1 

32 

29 

0.1 

31 

29 

0.1 

31 

29 

0.1 

32 

29 

0.1 

32 

29 

0.1 

32 

28 

0.1 

31 

28 

0.1 

28 

0.1 

28 

0.1 

31 31 32 

(10) 総計 t/年 1,156 1,152 1,095 1,016 1,005 1,027 1,021 1,017 1,007 1,000 993 989 980 973 966 963 952 943 936 930 919 

    t/日 3.2 3.2 3 2.8 2.8 2.8 2.8 2.8 2.8 2.7 2.7 2.7 2.7 2.7 2.6 2.6 2.6 2.6 2.6 2.5 2.5 

    g/人･日 1,176 1,197 1,144 1,059 1,072 1,072 1,070 1,068 1,066 1,063 1,061 1,059 1,057 1,055 1,053 1,051 1,049 1,046 1,044 1,042 1,040 
                          

資源化 
(11) 総資源化量 t/年 189 186 198 172 215 219 219 218 227 226 224 223 221 219 218 218 216 212 211 210 208 

(12) リサイクル率 ％ 16.3% 16.1% 18.1% 16.9% 21.4% 21.3% 21.4% 21.4% 22.5% 22.6% 22.6% 22.5% 22.6% 22.5% 22.6% 22.6% 22.7% 22.5% 22.5% 22.6% 22.6% 
                          

破砕 

処理 

(13) 処理量 t/年 - - - - - - - - 101 100 99 99 98 97 97 96 95 94 94 93 92 

(14) 破砕不燃物 t/年 - - - - - - - - 16 16 16 16 15 15 15 15 15 15 15 15 15 

(15) 破砕可燃物 t/年 - - - - - - - - 65 64 64 64 64 63 63 62 61 61 61 60 59 

(16) 破砕有価物 t/年 - - - - - - - - 20 20 19 19 19 19 19 19 19 18 18 18 18 
                         
焼却 

処理 

(17) 処理量 t/年 549 548 547 529 515 526 524 522 579 574 570 568 564 561 555 553 546 542 538 534 528 

(18) 残渣量 t/年 109 96 99 19 64 89 89 89 98 98 97 97 96 95 94 94 93 92 91 91 90 
                          

埋立 

(19) 直接埋立 t/年 199 220 203 191 184 153 150 150 59 59 59 58 58 57 57 57 56 56 55 55 54 

(20) 焼却残渣 t/年 109 96 99 19 64 89 89 89 98 98 97 97 96 95 94 94 93 92 91 91 90 

(21) 破砕不燃物 t/年 - - - - - - - - 16 16 16 16 15 15 15 15 15 15 15 15 15 

(22) 合計 t/年 302 314 299 208 234 242 239 239 173 173 172 171 169 167 166 166 164 163 161 161 159 

※「総資源化量＝拠点回収＋集団資源回収＋汚泥再生処理施設肥料＋リサイクルセンター資源化量(資源物)＋粗大ごみ鉄分回収＋破砕有価物」より算出し、汚泥再生処理施設肥料は生ごみ量に

肥料発生率(直近5年間平均より3.9%)を乗じて算出、粗大ごみ鉄分回収は粗大ごみ量に8%(令和6年度の回収状況)を乗じて算出、破砕有価物は南宗谷衛生施設組合の破砕処理状況から粗大ごみ

量に19.5%を乗じて算出しています。 

※「焼却残渣量＝（燃やせるごみ＋粗大ごみ(焼却処理分)＋破砕可燃物）×焼却残渣率」より算出し、粗大ごみ(焼却処理分)は粗大ごみ量に4%(直近5年間の南宗谷への搬出状況を踏まえ5年間平

均値とした)を乗じて算出、破砕可燃物は粗大ごみ量に64.7%を乗じて算出、焼却残渣率は17.0%(令和5年度を除いた過去4年間の平均値)と設定しています。 

※「直接埋立＝燃やせないごみ＋粗大ごみ(埋立分)」より算出し、粗大ごみ(埋立分)は粗大ごみ量から粗大ごみ鉄分回収及び粗大ごみ(焼却処理分)を除いた量としています。破砕不燃物は粗大

ごみ量に15.8%を乗じて算出しています。 
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